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1.  事業概要 

1.1  事業の目的 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律

（令和５年法律第 31 号）による改正後の介護保険法（平成９年法律第 123 号）の施行等に伴い、令

和６年度以降、介護サービス事業者は、施設・事業所ごとの収益や費用などの情報（以下、「経営情報」

という）の報告を、介護事業者経営情報データベースシステム（以下、「本システム」という）を通じて

行うこととされた。報告された経営情報については、介護事業所への的確な支援策の検討に活用す

るとともに、国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果を公表すること

とされているが、その具体的な内容については更なる検討が必要となっているところである。 

そこで本事業では、収集した情報の効果的な活用や国民にわかりやすい情報公表の観点から、当

該情報の適切な集計分析方法及び公表のあり方等について研究及び提案等を行うことを目的とし

た。 

1.2  事業の概要 

本事業の実施内容は以下のとおり。 

（1） 国民に対する集計分析結果の公表のあり方に関する検討 

収集した経営情報について、介護事業経営実態（概況）調査をはじめとした類似する既存の統計調

査、公表制度等における状況を踏まえ、国民に対する公表内容として望ましい集計分析のあり方に関

する検討を行い、方針案を整理した。 

（2） 介護サービス事業者によるデータの利活用に関する検討 

収集した経営情報を介護サービス事業者へフィードバックすることを念頭に、介護サービス事業者

が自身の経営状況を分析するにあたり有用な情報を把握すること等を目的として、アンケート調査を

実施した。  
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（3） 報告書の作成 

上記（1）、（2）の結果を踏まえて報告書として取りまとめた。 

本事業の流れは以下のとおりである。 

 

図表 1 本事業の流れ（概要） 
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1.3  本事業の検討体制 

本事業の実施にあたって、介護事業者の経営状況やその分析等に関する有識者及び関連団体の

関係者等から構成する検討委員会を設置し、本事業の検討事項に関する議論を行った。検討委員会

のメンバーは以下のとおりである。 

図表 2 検討委員会 構成委員一覧 （敬称略・五十音順）  

氏名 所属・役職 

川原 丈貴 
公益社団法人全国老人保健施設協会 監事 

メディカル・マネジメント・プランニング・グループ 理事長 

斉藤 正行 一般社団法人全国介護事業者連盟 理事長 

千葉 正展 
独立行政法人福祉医療機構 経営サポートセンター 

シニアリサーチャー 

桝田 和平 
公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

介護保険事業等経営委員会 委員長 

◎松原 由美 早稲田大学 人間科学学術院 教授 

渡邊 智仁 
一般社団法人全国介護事業者協議会 副理事長 

ぱんぷきん株式会社 代表取締役 

※◎：委員長  

 

検討委員会の開催結果は以下のとおり。 

 

 図表 3 検討委員会 開催結果 

回数 時期 議題 

第 1回 令和 6年 8月 27日 

（対面・オンライン開催） 

 本事業の実施事項について 

 集計分析の方針検討に向けた論点整理について 

第 2回 令和 6年 10月 23日 

（対面・オンライン開催） 

 国民に対する集計分析結果の公表に関する論点に係

る検討① 

 行政及び介護サービス事業者によるデータの利活用

に関する論点に係る検討① 

第 3回 令和 6年 12月 24日 

（オンライン開催） 

 国民に対する集計分析結果の公表に関する論点に係

る検討② 

 行政及び介護サービス事業者によるデータの利活用

に関する論点に係る検討② 

第 4回 令和 7年 2月 26日 

（対面・オンライン開催） 

 職種別給与の集計分析結果の公表に関する検討 

 本事業の取りまとめについて 
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2.  国民に対する集計分析結果の公表のあり方に関する検討 

2.1  検討の背景・目的 

医療や介護、保育・幼児教育などの分野における公的価格については、令和3年 12月21日に公

表された公的価格評価検討委員会の中間整理にて、「国民の保険料や税金が効率的に使用され、一

部の職種や事業者だけでなく、現場で働く方々に広く行き渡るようになっているかどうか、費用の使

途の見える化を通じた透明性の向上」に関する必要性が指摘されたところである。また社会保障審

議会介護保険部会「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年 12 月 20 日）では、国民に対し

て介護が置かれている現状・実態の理解の促進に活用する観点から、介護サービス事業者の経営情

報を収集・把握することの重要性が言及されている。 

これらの点を受け令和 6年 4月 1日に施行された改正介護保険法では、 介護サービス事業者は

経営情報を都道府県に報告することとされ、厚生労働省は収集した情報に基づき分析を行い、当該

整理を行った情報の分析結果を国民に提供することができるよう必要な施策を実施するものとされ

た。このとき収集した経営情報の分析及び公表方法については、上述した「介護保険制度の見直しに

関する意見」にて「介護サービス事業者から届け出られた個別の事業所の情報を公表するのではなく、

属性等に応じてグルーピングした分析結果を公表することが適当である」とされているものの、その

具体的な内容については更なる検討が必要となっているところである。 

そこで本事業では、公的価格の見える化や国民にわかりやすい情報公表という観点から、収集した

介護サービス事業者の経営情報の適切な集計分析方法及び公表のあり方等について研究及び提案

等を行うことを目的とした。 

2.2  検討の前提事項 

（1） 報告を求める経営情報の概要 

本システムを通じて介護サービス事業者に報告を求める経営情報について、その内容を整理すれ

ば以下のとおり。 

図表 4 介護サービス事業者に報告を求める経営情報  

項目 内容 

報告を求める経営情

報 

 介護サービス事業所の損益計算書（社会福祉法人の運営する事業所

の場合には、事業活動計算書） 

 介護サービス事業所における職種別の人数及び給与額 

報告を求める情報の

対象期間 

各介護サービス事業者の決算期間に基づく年次データの報告を求める。事

業者によって会計期間が異なることを踏まえ、年次データの開始月・終了

月の指定はしない。 

報告を可能とする会

計基準 

以下の６種類の会計基準（会計・経理準則）及び勘定科目のいずれによって

も報告が可能とし、収集したデータの分析時に本システム内で会計基準間
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項目 内容 

の読替処理を行う。 

 社会福祉法人会計基準 

 介護老人保健施設会計・経理準則 

 介護医療院会計・経理準則 

 病院会計準則及び医療法人会計基準 

 指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経理準則 

 報告に当たり別途定める勘定科目※ 

※ 上記５種類の会計基準（会計・経理準則）のいずれも採用していない介

護サービス事業者が使用することを念頭に設けられているもの。 

税込方式/税抜方式

の扱い 

税込方式/税抜方式のいずれの報告も可能とし、必要に応じて収集した

データの分析時に本システム内で統一化処理を行う。 

報告の単位 原則、介護サービス事業所単位で行うものとするが、複数の介護サービス

事業所等について一体的に会計処理を行っている介護サービス事業者

は、事業所別に損益計算書を区分せずにまとめて報告を行うことも可能と

し、収集したデータの分析時に本システム内で按分処理を行う。 

按分処理を実施する

ために報告を求める

付加情報 

 報告された経営情報に含まれる介護サービス事業所を特定するため

の情報（サービス種類及び事業所番号） 

 医療サービスまたは障害福祉サービスの損益が一体となった経営情

報が報告された場合に、介護サービス部分を切り分けるための情報

（医療サービスまたは障害福祉サービスに係る収益額及び利用者数） 

出所）令和６年８月２日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長等通知 

「介護保険法第 115 条の 44 の２の規定に基づく介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等に関する制度に

係る実施上の留意事項について」をもとに三菱総合研究所作成 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001283884.pdf 

（2） 収集した経営情報の加工処理概要 

本システムでは報告にかかる事務負担を可能な限り抑えるため、各介護サービス事業者が採用し

ている会計基準及び会計実務に則した形で経営情報の報告を行うことを可能とし、それらの情報は

本システム側で実施する加工処理を通じて集計分析に適する形へと標準化されることとなっている。

一連の処理の概要を整理すれば図表 6のとおりである。 

 

図表 5 報告に係る事務負担の軽減と加工処理 
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図表 6 経営情報の加工処理概要 

項目 内容 

勘定科目の読替 異なる会計基準に基づく勘定科目による報告を許容しつつ、システム側で

統一的な勘定科目へと読み替え処理を行う 

税込／税抜の統一化 税込／税抜会計のいずれの方式による報告も許容しつつ、税抜会計にて

報告されたデータはシステム側で税込会計方式へと粗く統一化処理を行

う 

複数の介護サービス

事業所間での按分処

理 

複数の介護サービス事業所をひとまとめにして報告された損益計算書ま

たは事業活動計算書の内容（以下、「損益計算書等データ」と呼ぶ）につい

て、介護保険総合データベース（以下、「介護 DB」と呼ぶ）から各事業所の

利用者数及び費用額データを取得し、それらの構成比率を損益額に乗じる

ことで、事業所別の損益計算書等データへと按分・配賦処理を行う。 

医療保険・障害福祉

事業と一体的に会計

がなされている場合

の按分処理 

 

 医療保険事業及び障害福祉事業の一部は、介護保険事業との間で会

計の区分が難しい場合があると考えられることから、報告する損益計

算書等データにはこれらのサービスに係る損益を含めることも可能

とし、本システム内で別途按分処理を行う。 

 損益計算書等データに含まれる医療保険事業と障害福祉事業をそれ

ぞれ１つの事業所と見なし、上述した「複数の介護サービス事業所間

での按分処理」と同様の方法により、勘定科目別に利用者数比率また

は費用額比率を用いて金額を按分・配賦する。医療保険事業及び障害

福祉事業に係る利用者数及び費用額は、本システムにて別途報告を

受けた値を使用する。 
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1） 勘定科目の読替 

本システムでは、介護サービス事業者の報告に係る事務負担を抑えるため、主要な会計基準を採

用している場合には当該基準により定義される勘定科目に従った損益計算書等データの報告を許容

し、システム側で統一的な科目への読替処理を行う。本システムにおいて報告が可能となっている会

計基準の一覧と読替処理のイメージは下図のとおり。 

 

図表 7 仕訳直しを求めずに報告を許容する会計基準一覧とその読替(例：給与費） 

 

出所）令和６年８月２日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長等通知「介護保険法第 115 条の 44 の２

の規定に基づく介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等に関する制度に係る実施上の留意事項について」を

もとに三菱総合研究所作成。（ 図表 8も同じ。） 

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001283884.pdf 

 

また、本システムにおいて報告を可能とする会計基準及びその勘定科目と、読替処理を実施後に

作成される集計分析の単位となる勘定科目の対応関係は図表 8のとおりである。
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 図表 8 会計基準間の勘定科目の対応関係 
社会福祉法人会計基準 病院会計準則及び医療法人会計基準 介護老人保健施設会計・経理準則

及び介護医療院会計・経理準則

指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事

業の会計経理準則

介護事業収益 サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益（除く補助金事業収益（公費）、補助

金事業収益（一般））

医業収益 施設運営事業収益 事業収益

うち施設介護料収益※ サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益のうち、施設介護料収益

- ・施設運営事業収益における、介護保健

施設介護料収益

・施設運営事業収益における、介護医療

院介護料収益

-

うち居宅介護料収益※ サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益のうち、以下の合計額

・居宅介護料収益

- 施設運営事業収益における、居宅介護

料収益

-

うち居宅介護支援介護料収益※ サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益におうち、居宅介護支援介護料収益

- 施設運営事業収益における、居宅介護

支援介護料収益

-

うち保険外収益※ サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益のうち、利用者等利用料収益

- 施設運営事業収益における、利用者等

利用料収益

-

給与費 サービス活動増減による費用における、人件費

（派遣職員費を除く）

医業費用における、給与費 施設運営事業費用における、以下の合計

額

・給与費

事業費用における、以下の合計額

・給与費

・役員報酬

うち給与 サービス活動増減による費用における、人件費のう

ち、以下の合計額

・職員給料

・職員賞与

・賞与引当金繰入

・非常勤職員給与

医業費用における、給与費のうち、以下の

合計額

・給料

・賞与

・賞与引当金繰入額

施設運営事業費用における、給与費のう

ち 以下の合計額

・常勤職員給与

・非常勤職員給与

事業費用における、給与費のうち、以下の

合計額

・常勤職員給与

・非常勤職員給与

うち役員報酬※ サービス活動増減による費用における、人件費のう

ち、以下の合計額

・役員報酬

- 施設運営事業費用における、役員報酬 事業費用における、役員報酬

うち退職給与引当金繰入※ サービス活動増減による費用における、人件費のう

ち、退職給付費用

医業費用における、給与費のうち、退職

給付費用

施設運営事業費用における、給与費のう

ち、退職給与引当金繰入

事業費用における、給与費のうち、退職

給与引当金繰入

うち法定福利費※ サービス活動増減による費用における、人件費のう

ち、法定福利費

医業費用における、給与費のうち、法定

福利費

施設運営事業費用における、給与費のう

ち、法定福利費

事業費用における、給与費のうち、法定

福利費

業務委託費 サービス活動増減による費用における、以下の合計

額

・事務費のうち、業務委託費

・人件費のうち、派遣職員費

医業費用における、委託費 施設運営事業費用における、委託費 事業費用における、委託費

うち給食委託費※ - 医業費用における、委託費のうち、給食

委託費

- -

減価償却費 サービス活動増減による費用における、減価償却

費

医業費用における、設備関係費のうち、

減価償却費

施設運営事業費用における、減価償却

費

事業費用における、減価償却費

水道光熱費 サービス活動増減による費用における、事業費のう

ち、以下の合計額

・水道光熱費

・燃料費

サービス活動増減による費用における、事務費のう

ち、以下の合計額

・水道光熱費

・燃料費

医業費用における、経費のうち、水道光

熱費

施設運営事業費用における、経費のう

ち、光熱水費

事業費用における、経費のうち、光熱水

費

その他費用 サービス活動増減による費用における、「給与費」

「業務委託費」「減価償却費」「水道光熱費」の項

目として報告したもの及び、国庫補助金等特別積

立金取崩額を除くもの

医業費用のうち、「給与費」「業務委託

費」「減価償却費」「水道光熱費」の項目

として報告したものを除くもの

施設運営事業費用における、「給与費」

「業務委託費」「減価償却費」「水道光熱

費」の項目として報告したものを除くもの

事業費用における、「給与費」「業務委託

費」「減価償却費」「水道光熱費」の項目

として報告したものを除くもの

うち材料費※ サービス活動増減による費用における、事業費のう

ち、以下の合計額

・給食費

医業費用における、材料費 施設運営事業費用における、材料費 事業費用のうち、材料費

うち給食材料費※ サービス活動増減による費用における、事業費のう

ち、給食費

医業費用における、材料費のうち、給食

用材料費

施設運営事業費用における、材料費のう

ち、給食用材料費

-

うち研修費※ サービス活動増減による費用における、事務費のう

ち、研修研究費

医業費用における、研修研究費のうち、

研修費

施設運営事業費用における、研修費 事業費用における、研修費

うち本部費※ - 医業費用における、経費のうち、本部費

配賦額

施設運営事業費用における、本部費 事業費用における、本部費

うち車両費※ サービス活動増減による費用のうち、事業費のうち、

車輌費

- 施設運営事業費用における、経費のう

ち、車両費

事業費用における、経費のうち、車両費

うち控除対象外消費税等負担額※- 医業費用における、経費のうち、控除対

象外消費税等負担額

- -

・サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益の

うち、補助金事業収益（公費）、補助金事業収

益（一般）

・サービス活動増減による収益における、経常経費

寄付金収益

・サービス活動外増減による収益

・サービス活動増減による費用における、国庫補助

金等特別積立金取崩額（正の額として換算）

医業外収益 施設運営事業外収益 事業外収益

うち受取利息配当金※ サービス活動外増減による収益における、受取利

息配当金収益

医業外収益における、受取利息及び配当

金

施設運営事業外収益における、受取利

息配当金

事業外収益における、受取利息配当金

うち運営費補助金収益※ サービス活動増減による収益における、介護保険

事業収益のうち、以下の合計額

・補助金収益（公費）

・補助金事業収益（一般）

医業外収益における、運営費補助金収

益

- -

うち施設整備補助金収益※ サービス活動増減による費用における、国庫補助

金等特別積立金取崩額（正の額として換算）

医業外収益における、施設設備補助金

収益

- -

うち寄付金※ サービス活動増減による収益における、経常経費

寄付金収益

- - -

サービス活動外増減による費用 医業外費用 施設運営事業外費用 事業外費用

うち借入金利息※ サービス活動外増減による費用における、支払利

息

医業外費用における、支払利息 施設運営事業外費用における、支払利

息

事業外費用における、支払利息

特別収益※ 特別増減による収益 臨時収益 特別利益 特別利益

特別費用※ 特別増減による費用 臨時費用 特別損失 特別損失

法人税、住民税及び事業税負担額※- 法人税、住民税及び事業税負担額 法人税等 法人税等

集計・分析の単位となる勘定科目

　兼

経営情報の報告にあたり別途定める勘定科目

介

護

事

業

費

用

事業外費用※

事業外収益※
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2） 税抜／税込の統一化 

介護サービス事業者の会計処理においては税込方式と税抜方式が混在しており、仮に同一科目に

同額の費用が計上されていたとしても、事業者の採用する会計経理方式によって報告値に最大

10%程度の差が生じる可能性がある。そこで本システムでは、税込/税抜会計のいずれの方式による

報告も許容しつつ、税抜会計にて報告されたデータはシステム側で税込会計方式へと粗く統一化処

理を行うことで、上記乖離を一定程度埋めることとしている。この統一化処理の概要は以下のように

整理される。 

 

図表 9 税込／税抜方式の統一化処理の概要  

 

出所）三菱総合研究所「介護事業者の経営状況のデータベースに関する調査研究 報告書」令和 6（２０２４）年 3月 

https://pubpjt.mri.co.jp/pjt_related/roujinhoken/t5e9f200000000xh-

att/R5_131_2_report.pdf 

3） 複数の介護サービス事業所間等での按分処理 

本システムにおいては、複数の介護サービス事業所等について一体的に会計を行っている介護

サービス事業者の存在を考慮し、複数事業所分が含まれる損益計算書等データの報告を許容するこ

ととしている。そのため複数の事業所分がまとめて提出された損益計算書等データについては、本シ

ステム内で利用者数等の指標を用いて按分処理を行い、事業所単位に区分を行う。 

上記按分処理のイメージは  
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図表 10 のとおりである。具体的には、報告を受けた損益計算書等データに含まれる全事業所につ

いて、介護 DB から利用者数及び費用額データを取得し、それらの構成比率を各勘定科目の金額に

乗じることで、按分・配賦処理を行う。 
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図表 10 按分処理イメージ 例：介護老人福祉施設 

 

出所）三菱総合研究所『介護事業者の経営状況のデータベースに関する調査研究 報告書』令和 6（２０２４）年 3月 

https://pubpjt.mri.co.jp/pjt_related/roujinhoken/t5e9f200000000xh-att/R5_131_2_report.pdf 

 

また、医療保険と介護保険それぞれの対象者にサービスを提供している訪問看護事業所や共生型

サービス事業所等、医療保険事業及び障害福祉事業の一部は介護保険事業との間で会計の区分が

難しい場合があると考えられることから、報告する損益計算書等データにはこれらのサービスに係る

損益を含めることも可能とし、本システム内で別途按分処理を行うこととしている。按分処理は先述

した複数の介護サービス事業所間での按分と同じ方法による。具体的には、損益計算書等データに

含まれる医療保険事業と障害福祉事業をそれぞれ１つの事業所と見なし、勘定科目別に利用者数比

率または費用額比率を用いて金額を按分・配賦する。 

 

図表 11 介護以外の事業との間の按分処理イメージ 例：通所リハビリテーション 

 

出所）三菱総合研究所『介護事業者の経営状況のデータベースに関する調査研究 報告書』令和 6（２０２４）年 3月 

https://pubpjt.mri.co.jp/pjt_related/roujinhoken/t5e9f200000000xh-att/R5_131_2_report.pdf  
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2.3  検討の主な論点 

収集した経営情報の集計分析結果を公表するにあたり、検討が必要な事項を整理すれば以下のと

おり。 

図表 12 集計分析結果の公表に関する論点 

論点 概要 

介護事業経営実態（概況）調査

との棲み分け 

経営情報の集計分析について、介護事業経営実態（概況）調査

との棲み分けをどのように整理すべきか。 

公表する集計分析の内容 収集した経営情報のうち公表する項目をどのように設定すべ

きか。また任意報告とされている項目を用いた集計分析の公表

にあたり、どのような点に注意すべきか。 

集計のグルーピング 公表する集計分析はどのような区分によってグルーピングすべ

きか。また介護サービス事業所が特定される懸念等を踏まえ、

上記区分はどの程度まで細分化すべきか。 

介護サービス事業所における会

計年度の差異の取り扱い 

集計分析にあたり、各介護サービス事業所の会計年度の差異を

どのように考慮すべきか。 

データの精度に関する課題 公表にあたり、注意すべきデータ精度上の問題にはどのような

ものがあるか。また上記問題の把握・検証にはどのような方法

をとる必要があるか。 
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2.4  社会保障分野における事業者の経営情報の公表に関する他制度の状況 

本システムにより収集する経営情報に関する集計分析の内容を検討するにあたっては、先行する

類似の他制度における公表の実施状況について事前に整理の上把握しておく必要がある。そこで本

事業では、社会保障分野における事業者の経営情報の収集及び集計分析結果の公表を行っている

統計調査及び報告制度を対象として、公表している集計分析結果に関する比較整理を行った。 

実際に比較整理の対象とした統計調査及び報告制度は以下のとおり。それぞれデータの収集対象

は異なるものの、法人の財務諸表等を把握する報告制度（社会福祉法人の財務諸表等電子開示シス

テム、医療法人経営情報データベースシステム）と、事業所の経営情報を把握する統計調査（介護事

業経営実態調査、医療経済実態調査、障害・福祉サービス等経営実態調査）に大別することができる。 

図表 13 比較整理を行った報告制度・統計調査 

 

出所）以下資料をもとに、三菱総合研究所が作成。（図表 14、図表 15、図表 16も同じ。） 

※1：「社会福祉法人の現況報告書等の集約結果（2023年度版）」社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム  

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/zaihyou/zaihyoupub/aggregate_result

s_2023.html 閲覧日：2024年 10月 16日  

※２：「医療法人の経営情報のデータベースを活用した分析等（2024年 3月公表分）」独立行政法人福祉医療機構  

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/iryojigyoresult/detail_2303.html  

閲覧日：2024年 10月 16日 

※３：「令和 5年度介護事業経営実態調査結果」厚生労働省老健局老人保健課  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jittai23/dl/r05_kekka.pdf 

閲覧日：2024年 10月 16日 

※4：「第24回医療経済実態調査（医療機関等調査）報告―令和 5年実施―」令和5年 11月中央社会保険医療協議

会

https://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/database/zenpan/jittaityousa/dl/24_houkoku_ir

youkikan.pdf 閲覧日：2024年 10月 16日 

※5：「令和 5年障害福祉サービス等経営実態調査結果」厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部  

https://www.mhlw.go.jp/houdou/2023/11/dl/h1115-2.pdf 閲覧日：2024年 10月 16日 

 

  

https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/zaihyou/zaihyoupub/aggregate_results_2023.html
https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/zaihyou/zaihyoupub/aggregate_results_2023.html
https://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/iryojigyoresult/detail_2303.html
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jittai23/dl/r05_kekka.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/database/zenpan/jittaityousa/dl/24_houkoku_iryoukikan.pdf
https://www.mhlw.go.jp/bunya/iryouhoken/database/zenpan/jittaityousa/dl/24_houkoku_iryoukikan.pdf
https://www.mhlw.go.jp/houdou/2023/11/dl/h1115-2.pdf
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上記の５つの報告制度・統計調査について、事業損益に関する公表項目の整理を行った結果は図

表 14 のとおり。整理の対象とした全ての報告制度・統計調査において損益差額比率1が公表されて

おり、全体に占める黒字事業所（法人）の割合が把握可能となっていた。ただし公表項目の範囲につ

いては、報告制度においては主要な経営指標やその分布に限定されている一方で、統計調査ではそ

れらに加えて主要な損益科目の実額平均値や職員１人当たりの給与額等も公表されていた。 

 

図表 14 事業損益に関する主要な公表項目の比較 

 

※1：事業活動損益差額を事業活動収益額で除したもの。調査・制度や会計基準によって定義は微妙に異なる。 

※2：給与費額を事業活動収益額で除したもの。調査・制度や会計基準によって定義は微妙に異なる。 

 

図表 15 事業損益に関するその他の公表項目の比較 

 

※いずれの調査・制度においても、職種別・サービス別で公表されている。 

 

 
1 事業活動損益差額を事業活動収益額で除したもの。調査・制度や会計基準によって定義は微妙に異なる。 
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続いて、公表している集計分析結果のグルーピングについて比較整理を行った結果は以下のとお

り。報告制度では医療法人経営情報データベースシステムにおいて都道府県別の集計分析結果が公

表されているものの、それ以外に公表されているものはなかった。他方で統計調査では、経営主体、

規模、地域それぞれの区分ごとに集計結果が公表されていた。 

 

図表 16 集計のグルーピングの比較 
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2.5  集計分析結果の公表方針案 

2.2 で述べた検討の前提事項、2.4 で整理した他制度の状況及び検討委員会での議論を踏まえ、

本システムにて収集した経営情報に関する集計分析結果の公表方針案について論点別に整理を行っ

た結果は以下のとおりである。 

2.5.1  介護事業経営実態（概況）調査との棲み分け 

本システムについては、「３年に一度の介護事業経営実態（概況）調査の補完」がその目的の一つと

して位置付けられているところ、本制度と介護事業経営実態（概況）調査それぞれの制度設計等に関

する共通点及び差異は以下のとおりである。 

両者は介護サービス事業所の損益を把握するという点において共通しているが、本システムは把

握対象となる事業所の数が多く、その頻度も高くなっている。一方、損益計算書等データの勘定科目

について、本制度は会計基準上で定められた内容の報告を求めることとしているが、介護事業経営

実態（概況）調査では必要に応じてより詳細な科目別の把握が可能になっている。 

図表 17 本システムと介護事業経営実態（概況）調査の設計上の差異 

 

出所）以下資料をもとに三菱総合研究所作成 

令和６年８月２日厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課長等通知 

「介護保険法第 115条の 44の２の規定に基づく介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等に関する制度に

係る実施上の留意事項について」  

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001283884.pdf 閲覧日：2024年 12月 17日  

「令和 5年度介護事業経営実態調査結果」厚生労働省老健局老人保健課  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jittai23/dl/r05_kekka.pdf 閲覧日：2024 年

12月 17日 

「令和 4年度介護事業経営概況調査結果」厚生労働省老健局老人保健課  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/153-1/r04_gaikyoukekka.pdf 閲覧日：2024年 12月 17

日 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001283884.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/jittai23/dl/r05_kekka.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/153-1/r04_gaikyoukekka.pdf
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上述した両者の制度設計上の差異をもとに、考えられる利活用上の棲み分けを整理すれば次のと

おりである。 

本システムでは、原則として全ての介護サービス事業所の経営情報を会計年度終了後三か月以内

に収集するため、同一事業所における損益差額等の経年変化を即時的に把握可能であるほか、標本

調査である介護事業経営実態（概況）調査と比較して、より多くのデータによる詳細な属性別の集計

分析を行うことが可能である。 

他方で介護事業経営実態（概況）調査は、介護保険法施行当初からのデータが存在することや、

サービス毎・属性別の長期的な経年推移が把握可能な点に利点がある。また把握できる勘定科目の

粒度が細かく、かつ調査項目の修正や追加が柔軟に可能である点も特徴である。 

以上の整理を踏まえると、本システムを通じて収集した経営情報を用いた集計分析は、物価高騰、

新興感染症の流行等といった介護サービス事業所の経営に影響を与える事象の前後における経営

状況の比較を、地域やサービス類型といった詳細区分別に即時的に把握することがその主たる利活

用方針となるのではないか。またその際には、同一事業所における経営状況の経年推移を把握・分

析することも有用な利活用方法として考えられる。他方で介護事業経営実態（概況）調査のデータを

用いた集計分析は、政策上の論点となっている個別の収益や費用について、当該科目が介護サービ

ス事業所の経営に与えている影響を詳細に把握することにその利点があるものと考えられる。 

また損益差額比率や給与費比率等、介護事業経営実態（概況）調査の公表項目と定義が近いもの

の公表を本システムでも行う際には、報告対象やデータ加工処理等、前提事項の差異を注釈として丁

寧に記載することを通じて、両者の結果が単純に比較可能でないことを分かりやすく示すことも重

要だと考えられる。 

 

図表 18 本システムと介護事業経営実態（概況）調査の利活用における棲み分け 
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2.5.2  公表する集計分析の内容の案 

本制度にて報告が求められる経営情報には、報告が必須となっている項目（以下、「必須報告項

目））とそうでないもの（以下、「任意報告項目」）が存在する。以下では、上記区分に従ってそれぞれ公

表が考えられる集計分析の内容の案を整理した。 

（1） 必須報告項目 

公表する項目は、他制度等で多く公表されている重要な経営指標であると同時に、報告対象のす

べての介護サービス事業者間で比較可能なものであることが望ましい。従って、2.2 で述べた勘定

科目の読替処理及び税抜／税込の統一化処理を実施したのちの項目のうち主要なものを公表する

ことが考えられる。具体的には、図表 8 に示す集計分析の単位となる勘定科目のうち必須報告項目

となっている費用科目（給与費、業務委託費、減価償却費、光熱水費、その他費用）及び、これらと介

護事業収益の差額（事業活動損益差額）について、その対介護事業収益比率を公表することが考えら

れる。そのほか介護事業収益については、経年推移や属性間比較がしやすいように、職員１人当たり

の金額を指数化のうえ上記と併せ公表することも考えられる。なお、比率や指数ではない各勘定科

目の実額については、実際に報告されたデータの分布や他制度による公表内容との整合性について

確認を行った後、改めてその公表を検討することが考えられるのではないか。 

続いて集計方法について、「介護サービス事業者の経営状況の見える化」という本制度の目的をふ

まえれば、公表内容からは介護サービス事業所の平均的な経営状況だけでなく、大まかな分布が把

握できることが望ましい。他方で、本システムでは複数の介護サービス事業所等をひとまとめにした

報告を許容しつつ、システム側で機械的に事業所別データへと按分処理を行うことから、按分後デー

タの詳細分布は必ずしも実態を適切に表していない可能性がある。この点を踏まえ各公表項目につ

いては、平均値及び四分位点を集計することが考えられる。事業所データの分布に関するより詳細

な集計（ヒストグラム等）については、実際に報告されたデータの分布を踏まえた今後の検討事項と

することが望ましい。 

 

図表 19 必須報告項目における公表項目と集計方法案 

公表項目 内容 公表する集計値 

主要勘定科目の 

対事業収益比率 

給与費、業務委託費、減価償却費、

光熱水費、その他費用、事業活動

損益差額それぞれを、事業収益額

で除した値 

平均値及び四分位数 

主要勘定科目の常勤換

算職員 1人当たり金額 

介護事業収益を事業所の常勤換

算職員数で除した値 

平均値及び四分位数につ

いて、基準年の全体平均

を 100とした場合の指数 
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（2） 任意報告項目 

任意報告項目には、報告者の偏りやサンプル数が十分に確保できないことへの懸念がある。従っ

て公表に当たっては、報告者数やその属性、他の統計等との整合性といった観点から、収集した実

データの検証を十分に実施する必要があると考えられる。ただし、職種別の給与についてはその継

続的な把握が重要な論点として位置付けられていることから、下図のとおりに実施した集計結果を

公表することも考えられる。 

図表 20 考えられる集計分析の内容案 職種別給与 

論点 概要 

集計項目 介護サービスごとに主要な職種について、勤務形態（常勤／非常勤）別の常勤

換算 1人あたり給与額。 

※ 職種別の給与額を常勤と非常勤に区分することが難しい介護サービス事

業者に対して、本システムでは両者をひとまとめにした報告を許容してい

るところであり、そのような形で報告を行う事業者が実際に多い場合に

は、常勤のみを対象とした集計、または常勤と非常勤をひとまとめにした

集計を実施することも考えられる。 

集計方法 集計対象事業所における給与総額を当該事業所の常勤換算数合計で除すこ

とにより計算した平均値。加えて、中央値を公表することも考えられる。 

集計対象 職種別に、常勤換算数と給与の両方にゼロ以外の回答があった事業所を対象

とする。その他、損益の集計時にはずれ値として集計除外された事業所は本

集計の対象からも除外する。 

公表に向けた 

要確認事項 

 報告者の偏り 

職種別の給与額は回答にかかる介護サービス事業者の負担が大きいこ

とから、実際に収集できる回答数は限られると考えられる。したがって報

告者の属性に大きな偏りが生じていないか事前に確認が必要となる。 

 集計値の妥当性 

集計値の分子である給与額と分母である常勤換算数は、介護サービス

事業者内では別々に管理されるのが一般的であり、両者の範囲を揃える

ことは必ずしも容易ではない。そのため常勤換算数に比して過大／過少

な給与額が回答される可能性は一定程度ありうると考えられる。加え

て、集計値の分母である勤務形態別、職種別の常勤換算数は、職員の所

持資格と実際に従事する職種間の不一致や、事業所間、職種間で兼務を

行う職員の存在といった現場の実情によっては、正確な報告が困難な場

合があり得る。したがって常勤換算 1 人あたり給与額の集計にあたって

は、結果精度の確認のため、事前に他の統計（介護事業経営実態（概況）

調査等）と整合しているかの検証が必要である。 
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2.5.3  集計のグルーピングの案 

集計上のグルーピングについては、2.4 の内容等を踏まえ、介護サービス別の集計を前提とした

うえで、経営主体別、規模別及び、地域別にさらに詳細な集計を行うことが考えられる。グルーピン

グの詳細区分として考えられる案は以下のとおり。 

図表 21 考えられるグルーピングの詳細区分案 

集計軸 グルーピングの具体的内容 

経営主体別 介護サービス事業者に占める経営主体の比率等を踏まえ、社会福祉法人（社

協以外）／社会福祉協議会／医療法人／営利法人／その他の五区分を用い

る。ただし、サービス別に事業所数がごくわずかとなる区分は公表の対象外と

する。 

定員/利用者数 

階級別 

サービス別に以下に述べる項目を用いて、介護サービス事業所を３つ程度の

グループに区分のうえ、集計を行う。 

※ 原則として施設系サービスには定員数を、居宅系サービスには延べ利用

者数を、それぞれ使用する。当該情報を介護 DB から適切に取得できな

いサービスや、包括報酬のサービスには実利用者数を使用する。 

➢ 定員数 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、認知症対応型共

同生活介護 

➢ 実利用者数 

（地域密着型）特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム及び軽費老人

ホーム）、福祉用具貸与、居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護、夜間対応型訪問介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多

機能型居宅介護 

➢ 延べ利用者数（延べ訪問回数） 

上記以外のサービス 

地域別 介護報酬の設定単位となる地域区分（1 級地～その他級地の）計八区分を用

いる。都道府県別の集計分析結果についても、併せて公表を検討する。 
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2.5.4  各事業所における会計年度の差異の取り扱いの案 

本システムで収集した経営情報の集計分析においては、介護サービス事業所間の会計年度の差異

にかかわらず、各年度分として報告されたデータをまとめて集計することが前提となると考えられる。

ただしその上で、集計対象となる事業所を特定の会計期間によって絞りこむ対応も想定される。例え

ば、令和６年度介護報酬改定以前における経営状況の把握を目的とした集計分析を実施する場合、

会計年度と集計対象となるデータの関係は以下の図表のように整理される。なお、集計対象を会計

期間が 4 月から翌年 3 月の介護サービス事業所に限定する場合、社会福祉法人の経営する事業所

が多くを占めるなど、法人の属性に偏りが生じる可能性があることに注意が必要である。 

 

図表 22 令和 6年度介護報酬改定以前における経営状況の把握案 

 

出所）厚生労働省老健局「令和６年度介護報酬改定の施行時期について（主な事項）」をもとに三菱総合研究所作成 

    https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230619.pdf 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001230619.pdf
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2.5.5  データの精度に関する課題 

（1） 想定される異常値の発生要因と対処方法案 

本システムにて収集したデータの精度に関する懸念事項及び対処方法案は以下のとおり。 

図表 23 収集したデータの精度に関する懸念と対処方法案 

データの懸念事項 対処方法案 

損益計算書等データの作成、入力ミス等によ

る異常値・無回答（0円）の混入 

項目別に報告値の分布を確認するとともに、事業

損益活動差額比率または常勤換算１人当たり給与

費が全体の分布を大きく逸脱する事業所をはずれ

値として集計除外する※。 

※処理の概要は後述。 

按分処理エラー①： 

報告された損益計算書等データに含まれる

介護サービス事業所の情報として、誤った内

容（誤った事業所番号、事業所数の過少／過

大・・・等）が登録される 

損益計算書等データに含まれるものとして報告さ

れた事業所数と、実際に介護 DB から利用者数／

費用額データを取得できた事業所数を比較し、両

者の差が一定以上の場合に当該データを集計除外

する。 

按分処理エラー②： 

報告された損益計算書等データに含まれる

医療／障害福祉サービスに係る情報として、

実態とは異なる内容（無回答、誤回答）が登

録される 

損益に医療／障害福祉サービスが含まれているに

もかかわらず、それらに関する情報（収益額、利用

者数）が無回答のデータの有無を確認し、該当する

ものを集計除外する。 

按分処理エラー③： 

報告された損益計算書等データに介護保険

事業以外の損益（医療／障害福祉サービス

を除く）が含まれる 

介護保険事業以外の損益（医療／障害福祉サービ

スを除く）が含まれる損益データの有無を確認し、

該当するものを集計除外する。 

未報告事業所の発生に伴う集計対象事業所

の偏り 

データそのものの調整は困難であるため、集計対

象に含まれる介護サービス事業所の内訳を明らか

にするとともに、結果解釈上の留意事項として付

記する。 

（2） はずれ値処理の概要案 

（1）にて一部述べたとおり、本システムにて収集したデータにははずれ値が含まれることが予想さ

れる。ここで、本事業におけるはずれ値とは、以下のいずれかの回答情報を指す。 

① 回答内容が事実と異なる回答情報 

② 回答内容は事実だが、当該情報を集計対象とすることで、結果が利用者から見て不自然と判

断される可能性が高い回答情報 

本来、はずれ値に対しては都道府県による報告者への確認等を通じて回答内容の確認・修正を行う
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ことが望ましいが、制度運用が始まって間もないことや人員体制等の制約により、現時点では報告内

容に対する十分な確認を行うことには課題がある状況となっている。他方で、実態と大きく乖離して

いる可能性のある回答情報を含めたままの集計は、平均的な事業損益に関する集計分析結果を大き

くゆがめる可能性がある。そこで本システムにおける方針として、損益上の主要な指標について実態

を表しているとは考えづらい値を取る事業所をはずれ値とみなし、集計から除外できる仕組みを設

けることが考えられる。 

具体的には、他の統計調査における処理を参考に、事業活動損益差額比率と常勤換算１人当たり

給与費それぞれについて、各サービスを規模別に複数グループに区分のうえ、箱ひげ図を用いては

ずれ値を特定し、集計除外を行うことが考えられる。その概要を整理すれば以下のとおりである。 

 

図表 24 はずれ値処理の概要案（例：訪問介護の事業活動損益差額比率）（数値はダミー） 

 

このとき、上記処理については、次に述べる限界及び懸念に注意が必要である。第一に、本処理は

事業活動損益差額比率と常勤換算１人当たり給与費にのみ着目したものであり、それとは関連の薄

い項目のはずれ値は集計から除外できない。第二に、本処理は集計対象年度ごとに個別に実施する

ことになるため、結果として一部の事業所は年によって集計対象に含まれるか否かが変動すること

になる。そして第三に、上述した処理はあくまでも本事業のとりまとめ時点において想定されるデー

タ精度上の課題を念頭に置いたものであり、実際の集計分析時においては、実データの状況を踏ま

えてその処理内容について再度検討が必要になるものと考えられる。 
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2.6  検討委員会での主な意見 

公表する集計分析結果に関する上述の検討内容について、検討委員会で出された主な意見は以

下のとおり。 

 本制度における結果公表は年に 1 回の想定だと理解しているが、新型コロナウイルス

の流行など外的要因の実態把握のニーズが生じる場合を想定して、臨時で結果を公表

するような可能性も検討しておくべきだろう。 

 本制度の按分処理方法には一定程度の妥当性があると認識しているが、事業者側が事

前に按分して事業所単位の損益計算書を報告する場合には、その具体的方法は事業者

に委ねられることとなり、妥当性に懸念が生じる。対応案として、本システムで採用して

いる按分処理方法を事業者側にも提示・周知していくことが考えられるのではないか。 

 本制度では介護サービス事業所を一単位としたサービス別の集計分析が前提とされて

いるが、その目的によっては、同一住所に所在する複数サービスの事業所をひとまとめ

にした拠点や、介護サービス事業者を単位とした集計分析が有用となる場合もある。今

後は、必要に応じて上記方法による集計分析の実施可能性についても検討いただきた

い。 

 本制度において任意報告の対象となっている介護従事者の職種別給与について、公的

費用の使途の見える化という観点では、処遇改善加算の介護従事者への還元状況を確

認するための基礎資料になりうると認識している。現場では処遇改善加算に対する不

満や疑義の声もあるため、中長期的な目的の一つとして上記点についてもご検討いた

だきたい。 

 例えば収益率に注目する場合、介護保険施設であれば従来型とユニット型で大きく傾

向が異なる。また人件費比率に注目するならば、給食業務を外部委託するかどうかで

傾向に大きな違いが生じる。このように各サービスの中でさらに詳細なグループ別の

集計分析結果があれば、個別の事業所にとって役に立つものになるだろう。事業所に

負担を強いて報告を義務化している以上、個別の事業所の経営分析に役立つような設

計が必要ではないか。 

 訪問介護について、いわゆる集合住宅併設型とそれ以外を一緒くたに整理してしまう

のは好ましくない。集合住宅併設型の訪問介護事業所については、同一法人における

併設サービスの経費などを踏まえて経営状況を把握する必要があるのではないか。 

 人材紹介手数料や広告費といった採用に係るコストが事業者にとっての負担となって

おり、集計分析の内容からこの問題の状況を示すことができるとよい。 
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3.  介護サービス事業者によるデータの利活用に関する検討 

3.1  検討の背景・目的 

本システムにより介護サービス事業者から収集する経営情報については、「報告された情報をもと

に事業者にフィードバックを実施する等、報告により事業者がメリットを享受できる仕組みの検討・

構築」2に関する必要性が指摘されているところである。この点については社会保障審議会介護保険

部会においても、「介護保険制度の見直しに関する意見」（令和４年 12月20日）の中で「介護サービ

ス事業者側も、マクロデータを自事業所の経営指標と比較することで、経営課題の分析にも活用可

能と考えられる。」3とされている。 

上記を踏まえ、報告されたデータを分析し、介護サービス事業者にフィードバックする仕組みを設

ける等、事業者に対して経営上参考になる情報を還元する仕組みを設けることも考えられる。そこで

本章では、報告に係る介護サービス事業者の負担感を軽減するとともに、事業者が抱える経営課題

の分析の参考資料を提供することを目的として、本システムにより収集した経営情報の介護サービス

事業者へのフィードバックを行うこととした場合に、考えられる内容を整理することを目的として検

討を行った。 

3.2  検討の主な論点 

本システムにより収集した経営情報の介護サービス事業者へのフィードバックを行うこととした場

合に、考えられる検討上の論点は以下のとおり。 

 

図表 25 収集した経営情報のフィードバックに関する論点 

論点 概要 

介護サービス事業者による経営

分析の実施状況 

 現状において介護サービス事業者は経営情報の管理や分

析をどの程度実施しているか。また分析時に注目されるこ

との多い経営指標及び分析上の課題はどこにあるか。 

 上記の内容を踏まえ、経営情報のフィードバックに当たり

どのような点に注意すべきか。 

フィードバックすることが考え

られる経営指標 

本システムに経営情報を報告した介護サービス事業者に対し

て、どのような経営指標をフィードバックすることが考えられる

か。 

フィードバック内容の比較対象 自事業所のフィードバック内容の比較対象として、どのような

集団を設定することが考えられるか。 

 

 
2 三菱総合研究所 令和５年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分） 介護事業者

の経営状況のデータベースに関する調査研究 

https://pubpjt.mri.co.jp/pjt_related/roujinhoken/t5e9f200000000xh-att/R5_131_2_report.pdf 
3 厚生労働省 社会保障審議会介護保険部会 介護保険制度の見直しに関する意見（令和４年 12 月 20日）

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001027165.pdf 
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3.3  介護サービス事業者アンケート調査 

3.3.1  調査の概要 

（1） 調査目的 

収集した経営情報を介護サービス事業者へフィードバックすることを念頭に、介護サービス事業者

が自身の経営状況を分析するに当たり有用な情報を把握すること等を目的として、介護サービスを

提供する法人を対象にアンケート調査を実施した。 

なお、本制度は介護サービス事業者の損益計算書の報告を求めるものであることから、経営分析

のために有用な指標等の把握・検討に際しても、損益データに関するものに限定して調査を実施した。 

（2） 調査方法 

調査客体に調査案内を郵送し、調査専用ホームページにて回答を収集した。 

（3） 調査対象 

介護サービス事業者（法人）を調査の対象とした。標本の抽出に際し、法人規模（傘下の施設・事業

所数）別で層化を行った。傘下の施設・事業所数が１、２～５、6～50 の法人については、抽出数を比

例配分の上、無作為抽出した。具体的な標本数は以下のとおり。 

図表 26 アンケート調査 調査対象数 

傘下の施設・事業所数 
階級 

母集団※ 調査対象数 抽出方法 

1 28,921 898 無作為抽出 

2～5 24,657 765 無作為抽出 

6～50 6,948 216 無作為抽出 

51以上 121 121 悉皆 

※介護サービス情報公表システムのオープンデータより情報を取得した。 

（4） 調査時期 

調査時期は令和 6年 11月 6日～12月２０日とした。  
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（5） 調査項目 

調査項目は以下のとおり。 

図表 27 主な調査項目 

会計・経営情報に係る事柄 ▶ 会計の状況 

• 決算月 

• 月次決算実施の有無 

• 採用している会計基準 

• 会計・経営に係る情報の管理・把握方法 

▶ 経営分析の実施状況 

• 現在実施している経営分析の実施単位 

• 施設・事業所単位で分析を行っていない理由 

• 法人単位での損益状況の経営分析時に参考にして

いる経営指標 

• 損益状況の経営分析時に参考にしている経営指標 

• 損益状況の経営分析時に参考にしている経営指標

の活用方法 

▶ 経営分析上の課題 

• 損益状況に関する経営分析の課題 

• 損益状況の経営分析に必要な経営指標のうち、情報

不足で把握ができていないもの 

▶ 経営に関する相談先 

• 経営全般や経営分析の方法等に関する相談先 

• 具体的な外部の相談先 

• 介護サービス事業所の経営の参考のために閲覧・収

集している外部情報 

経営情報のフィードバックについて ▶ 国及び都道府県に報告した損益情報を用いた分析結果

の有用な経営指標のフィードバック 

▶ 自事業所と他の事業所等を比較する形での望ましい

フィードバック 

▶ フィードバックへの意見・要望 

3.3.2  回収結果 

回収状況は以下のとおりであった。 

図表 28 回収状況 

調査対象数 回収数 有効回収数（率） 

2,000件 633 633 31.7％ 
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3.3.3  調査結果 

アンケート調査の集計結果を下記に示す。なお、回答のあった法人について、法人規模別に見た

法人種別の構成比率は下記のとおりである。 

図表 29 回答のあった法人の構成（経営主体、法人規模） 

  

（1） 会計・経営情報に係る事項 

1） 会計の状況 

決算の実施状況について、45.7%が 3 月決算であった。また、規模が大きい法人ほど 3 月決算

の割合が高く、月次決算を実施している割合も高かった。 

図表 30 問 2（1）_決算月（法人規模階級別） 

  
  

件
数

社
会
福
祉
法
人

（
社

協
以
外

）

社
会
福
祉
協
議
会

医
療
法
人

営
利
法
人

そ
の
他

633 67 43 42 425 56

100.0% 10.6% 6.8% 6.6% 67.1% 8.8%

306 5 5 15 250 31

100.0% 1.6% 1.6% 4.9% 81.7% 10.1%

233 34 24 14 145 16

100.0% 14.6% 10.3% 6.0% 62.2% 6.9%

64 23 11 13 10 7

100.0% 35.9% 17.2% 20.3% 15.6% 10.9%

30 5 3 0 20 2

100.0% 16.7% 10.0% 0.0% 66.7% 6.7%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上

件
数

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

１
０
月

１
１
月

１
２
月

633 15 28 289 18 38 45 34 35 40 24 25 42

100.0% 2.4% 4.4% 45.7% 2.8% 6.0% 7.1% 5.4% 5.5% 6.3% 3.8% 3.9% 6.6%

306 11 16 90 9 25 27 19 20 28 16 19 26

100.0% 3.6% 5.2% 29.4% 2.9% 8.2% 8.8% 6.2% 6.5% 9.2% 5.2% 6.2% 8.5%

233 3 10 122 6 13 11 15 15 10 6 6 16

100.0% 1.3% 4.3% 52.4% 2.6% 5.6% 4.7% 6.4% 6.4% 4.3% 2.6% 2.6% 6.9%

64 1 2 54 3 0 3 0 0 1 0 0 0

100.0% 1.6% 3.1% 84.4% 4.7% 0.0% 4.7% 0.0% 0.0% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0%

30 0 0 23 0 0 4 0 0 1 2 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 76.7% 0.0% 0.0% 13.3% 0.0% 0.0% 3.3% 6.7% 0.0% 0.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上



 

29 

図表 31 問 2（2）月次決算の実施有無（法人規模階級別） 

  

 

介護サービス事業者が採用している会計基準は、法人種別によってその内容が分かれていた。医

療法人では、医療法人会計基準や病院会計準則に加え、企業会計を採用しているものも一部見られ

た。 

図表 32 問 2（3）_採用している会計基準（法人種別）(複数回答) 

  

  

件
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

633 287 346

100.0% 45.3% 54.7%

306 122 184

100.0% 39.9% 60.1%

233 109 124

100.0% 46.8% 53.2%

64 32 32

100.0% 50.0% 50.0%

30 24 6

100.0% 80.0% 20.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上

件
数

社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準

指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
等
会

計
処
理
等
取
扱
指
導
指
針

医
療
法
人
会
計
基
準

介
護
老
人
保
健
施
設
会
計
・
経

理
準
則

病
院
会
計
準
則

介
護
医
療
院
会
計
・
経
理
準
則

指
定
老
人
訪
問
看
護
の
事
業
及

び
指
定
訪
問
看
護
の
事
業
の
会

計
経
理
準
則

企
業
会
計

公
会
計

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
会
計
基
準

公
益
法
人
会
計
基
準

そ
の
他

633 115 7 30 6 8 2 11 385 21 21 15 25

18.2% 1.1% 4.7% 0.9% 1.3% 0.3% 1.7% 60.8% 3.3% 3.3% 2.4% 3.9%

67 67 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

43 42 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

97.7% 4.7% 0.0% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

42 1 0 29 2 7 0 0 4 0 0 0 1

2.4% 0.0% 69.0% 4.8% 16.7% 0.0% 0.0% 9.5% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4%

425 5 4 0 3 0 2 11 361 20 0 9 18

1.2% 0.9% 0.0% 0.7% 0.0% 0.5% 2.6% 84.9% 4.7% 0.0% 2.1% 4.2%

56 0 1 1 0 1 0 0 20 1 21 6 6

0.0% 1.8% 1.8% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 35.7% 1.8% 37.5% 10.7% 10.7%

全体

その他

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

営利法人
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会計・経営に係る情報の管理・把握方法については、「財務・会計システムで管理・把握している」が

71.1%で最も高かった。また、「書面で管理・把握している」を除く選択肢のいずれにおいても、51

事業所・施設以上を持つ法人での選択割合が最も高く、法人規模が大きい場合複数のシステムを用

いて管理していると推察できる。 

図表 33 問 2（4）_会計・経営に係る情報の管理・把握方法（法人規模階級別）(複数回答) 

  

2） 経営指標を用いた経営分析の実施状況 

a. 経営分析の実施単位 

介護サービス事業者が実施している経営分析の実施単位については、62.9％が法人単位、

46.0%が施設・事業所単位で実施していた。また、運営する事業所数が 1 の小規模法人のうち

11.8%は経営分析を行っていなかった。施設・事業所単位での分析を実施していない理由について

は、「施設・事業所単位で会計を管理していないため」が 25.2%と最も高かった。 

なお、本調査に回答のあった法人のうち 85.2％（539/633）が 5 施設・事業所以下の小規模法

人であるが、施設・事業所単位の分析を実施していない理由として「特に理由は無い」と回答したも

のは 1施設・事業所のみの法人が６6.2%、5施設・事業所以下まで含めると 97.4%であり、ほとん

どが法人単位での分析と施設・事業所単位での分析が近しい内容となる事業者であった。また、その

ような小規模法人では経営分析を行っていない割合も高かった。 

  

件
数

人
事
シ
ス
テ
ム
で
管

理
・
把
握
し
て
い
る

業
務
シ
ス
テ
ム
で
管

理
・
把
握
し
て
い
る

財
務
・
会
計
シ
ス
テ

ム
で
管
理
・
把
握
し

て
い
る

表
計
算
ソ
フ
ト
で
管

理
・
把
握
し
て
い
る

書
面
で
管
理
・
把
握

し
て
い
る

そ
の
他

い
ず
れ
の
経
営
情
報

も
把
握
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

633 66 87 450 126 140 31 3 22

10.4% 13.7% 71.1% 19.9% 22.1% 4.9% 0.5% 3.5%

306 26 31 172 59 80 25 2 15

8.5% 10.1% 56.2% 19.3% 26.1% 8.2% 0.7% 4.9%

233 14 34 189 38 40 5 1 5

6.0% 14.6% 81.1% 16.3% 17.2% 2.1% 0.4% 2.1%

64 13 9 59 15 13 1 0 2

20.3% 14.1% 92.2% 23.4% 20.3% 1.6% 0.0% 3.1%

30 13 13 30 14 7 0 0 0

43.3% 43.3% 100.0% 46.7% 23.3% 0.0% 0.0% 0.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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図表 34 問 2（5）_現在実施している経営分析の実施単位（法人規模階級別）(複数回答) 

  

 

図表 35 問 2（6）_施設・事業所単位で分析を行っていない理由（法人規模階級別）(複数回答) 

  
※問 2(5)で「介護施設・事業所単位」を選択せず、かつ「わからない」も選択していない場合に回答を求めた。 

  

件
数

法
人
単
位

介
護
事
業

（
セ
グ
メ
ン

ト

）
単
位

拠
点

（
同
一
敷
地
内
等
の

複
数
事
業
所
を
一
括
り
に

し
た
も
の

）
単
位

介
護
施
設
・
事
業
所
単
位

経
営
分
析
は
行

っ
て
い
な

い そ
の
他

わ
か
ら
な
い

633 398 118 83 291 50 3 20

62.9% 18.6% 13.1% 46.0% 7.9% 0.5% 3.2%

306 194 40 8 85 36 1 13

63.4% 13.1% 2.6% 27.8% 11.8% 0.3% 4.2%

233 148 43 37 129 12 1 3

63.5% 18.5% 15.9% 55.4% 5.2% 0.4% 1.3%

64 36 17 26 50 1 1 4

56.3% 26.6% 40.6% 78.1% 1.6% 1.6% 6.3%

30 20 18 12 27 1 0 0

66.7% 60.0% 40.0% 90.0% 3.3% 0.0% 0.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上

件
数

施
設
・
事
業
所
単
位
で
会
計
を

管
理
し
て
い
な
い
た
め

施
設
・
事
業
所
単
位
で
分
析
を

す
る
必
要
性
を
感
じ
て
い
な
い

た
め

施
設
・
事
業
所
単
位
で
分
析
を

行
う
人
手
・
時
間
が
不
足
し
て

い
る
た
め

そ
の
他

特
に
理
由
は
無
い

わ
か
ら
な
い

322 81 53 38 69 77 22

25.2% 16.5% 11.8% 21.4% 23.9% 6.8%

208 41 35 18 53 51 19

19.7% 16.8% 8.7% 25.5% 24.5% 9.1%

101 37 17 14 15 24 3

36.6% 16.8% 13.9% 14.9% 23.8% 3.0%

10 3 0 5 1 1 0

30.0% 0.0% 50.0% 10.0% 10.0% 0.0%

3 0 1 1 0 1 0

0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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図表 36 施設・事業所単位での経営分析の実施有無とその理由（法人規模階級別） 

  

※問 2(5)で「わからない」を選択していない場合に集計対象とした。 

 

b. 分析時に参考にしている経営指標 

介護サービス事業者が法人単位での経営分析時に参考にしている経営指標としては、順に経常利

益率（65.3%）、人件費比率（62.6%）、営業利益率（58.3%）の選択率が高かった。 

図表 37 問 2（7）_法人単位での損益状況の経営分析時に参考にしている経営指標（法人規模階級別）

(複数回答) 

  
※問 2(5)で「法人単位」を選択した場合に回答を求めた。 

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 入居稼働率 

▶ １人当たり契約保持数 

▶ １人当たり新規契約件数 

▶ 計画との乖離 

▶ 前年比・差 

 

  

全体

1
事
業
所
・
施
設

2
～

5
事
業
所
・

施
設

6
～

5
0
事
業

所
・
施
設

5
1
事
業
所
・
施

設
以
上

291 85 129 50 27

29.2% 44.3% 17.2% 9.3%

322 208 101 10 3

64.6% 31.4% 3.1% 0.9%

「特に理由は無い」 77 51 24 1 1

66.2% 31.2% 1.3% 1.3%

「特に理由は無い」以外 245 157 77 9 2

64.1% 31.4% 3.7% 0.8%

施設・事業所単位での分析を行ってい
る

施設・事業所単位での分析を行ってい
ない

件
数

営
業
利
益
率

（
サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
差
額

率

）

経
常
利
益
率

（
経
常

増
減
差
額
率

）

付
加
価
値
率

売
上
原
価
率

人
件
費
比
率

水
道
光
熱
費
比
率

業
務
委
託
費
比
率

支
払
利
息
率

従
事
者
１
人
当
た
り

売
上
高

労
働
分
配
率

労
働
生
産
性

そ
の
他

特
に
参
考
に
し
て
い

る
指
標
は
無
い

398 232 260 9 77 249 65 35 16 58 33 36 6 37

58.3% 65.3% 2.3% 19.3% 62.6% 16.3% 8.8% 4.0% 14.6% 8.3% 9.0% 1.5% 9.3%

194 93 118 1 25 96 23 3 8 23 14 12 4 23

47.9% 60.8% 0.5% 12.9% 49.5% 11.9% 1.5% 4.1% 11.9% 7.2% 6.2% 2.1% 11.9%

148 96 96 5 35 104 26 18 7 22 13 13 0 13

64.9% 64.9% 3.4% 23.6% 70.3% 17.6% 12.2% 4.7% 14.9% 8.8% 8.8% 0.0% 8.8%

36 26 29 2 4 31 11 10 0 5 2 4 0 1

72.2% 80.6% 5.6% 11.1% 86.1% 30.6% 27.8% 0.0% 13.9% 5.6% 11.1% 0.0% 2.8%

20 17 17 1 13 18 5 4 1 8 4 7 2 0

85.0% 85.0% 5.0% 65.0% 90.0% 25.0% 20.0% 5.0% 40.0% 20.0% 35.0% 10.0% 0.0%

1事業所・施設

全体

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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続いて施設・事業所単位での経営分析について、参考にしている経営指標としては、全サービス種

で共通して、順に人件費比率、営業利益率、経常利益率の選択率が高かった。 

図表 38 問 2（9）_施設・事業所単位での損益状況の経営分析時に参考にしている経営指標 

（提供サービス種別）(複数回答) 

  
※問 2(5)で「介護施設・事業所単位」を選択した場合、当該事業者が運営しているサービス区分についてそれぞれ回

答を求めた。なお、それぞれ次のサービスを指す。 

【施設系サービス】 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院 

【居住系サービス】 

特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、サービス付き高齢者

向け住宅、介護付き有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス A、B） 

【訪問系サービス】 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問

介護、総合事業（訪問型サービス） 

【通所系サービス】 

通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、総合事業（通所型サービス） 

【その他居宅系サービス】福祉用具貸与または販売、短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介

護、看護小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援、栄養ケア・ステーション、地域包括支援センター（在宅介護支援セン

ター）、総合事業（その他の生活支援サービス） 

 

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 計画との乖離 

▶ 前年比・差 

▶ 粗利率 

 

  

件
数

営
業
利
益
率

（
サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
差
額

率

）

経
常
利
益
率

（
経
常

増
減
差
額
率

）

付
加
価
値
率

売
上
原
価
率

人
件
費
比
率

水
道
光
熱
費
比
率

業
務
委
託
費
比
率

支
払
利
息
率

従
事
者
１
人
当
た
り

売
上
高

労
働
分
配
率

労
働
生
産
性

そ
の
他

特
に
参
考
に
し
て
い

る
指
標
は
無
い

159 100 100 6 25 107 40 27 10 18 11 18 3 18

62.9% 62.9% 3.8% 15.7% 67.3% 25.2% 17.0% 6.3% 11.3% 6.9% 11.3% 1.9% 11.3%

144 92 89 7 31 90 32 20 9 19 8 15 3 14

63.9% 61.8% 4.9% 21.5% 62.5% 22.2% 13.9% 6.3% 13.2% 5.6% 10.4% 2.1% 9.7%

196 126 127 9 39 132 34 17 12 37 14 24 2 20

64.3% 64.8% 4.6% 19.9% 67.3% 17.3% 8.7% 6.1% 18.9% 7.1% 12.2% 1.0% 10.2%

201 135 125 12 41 142 49 24 14 23 18 20 3 15

67.2% 62.2% 6.0% 20.4% 70.6% 24.4% 11.9% 7.0% 11.4% 9.0% 10.0% 1.5% 7.5%

155 93 96 7 28 98 27 16 9 24 11 15 3 20

60.0% 61.9% 4.5% 18.1% 63.2% 17.4% 10.3% 5.8% 15.5% 7.1% 9.7% 1.9% 12.9%

施設系サービス

居住系サービス

訪問系サービス

通所系サービス

その他居宅系サービス
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c. 経営指標の活用方法 

介護サービス事業者が経営分析時に参考としている主な経営指標（経常利益率、営業利益率、人

件費比率）について、その活用方法に関する調査結果は以下のとおり。営業利益率、経常利益率は

「業績目標の基準として活用」の選択率が最も高く、人件費比率は法人単位では「経営上の取組の実

施検討に活用」（52.6%）、施設・事業所単位では「費用の削減可能性の検討に活用」（61.6%）が最

も高かった。 

図表 39 法人単位、施設・事業所単位での経営分析時に参考にしている指標の活用方法 

（経営指標の種類×経営分析の単位別）(複数回答) 

  

3） 経営分析の課題 

経営分析時の課題について、調査に回答した介護サービス事業者のうち 57.6%が何らかの課題

があると回答した。課題としては「経営分析を行う時間がない」が 25.0%で最も高かった。 

図表 40 問 2（11）_経営分析における課題（法人規模階級別）(複数回答) 

  

 

件
数

事
業

（
施
設
・
事
業
所

）

の
拡
大
／
縮
小
に
関
す
る

検
討
に
活
用

施
設
・
事
業
所
の
新
規
開

設
／
廃
止
に
関
す
る
検
討

に
活
用

業
績
目
標
の
基
準
と
し
て

活
用

経
営
上
の
取
組
の
実
施
検

討
に
活
用

（
取
組
成
果
の

確
認
を
含
む

）

費
用
の
削
減
可
能
性
の
検

討
に
活
用

そ
の
他

232 108 178 121 95 1

46.6% 76.7% 52.2% 40.9% 0.4%

195 102 72 144 121 98 0

52.3% 36.9% 73.8% 62.1% 50.3% 0.0%

260 112 174 125 116 1

43.1% 66.9% 48.1% 44.6% 0.4%

193 92 73 144 115 101 0

47.7% 37.8% 74.6% 59.6% 52.3% 0.0%

249 95 130 131 128 1

38.2% 52.2% 52.6% 51.4% 0.4%

203 79 60 122 107 125 0

38.9% 29.6% 60.1% 52.7% 61.6% 0.0%

営業利益率

経常利益率

人件費比率

法人単位

施設・事業所単位

法人単位

施設・事業所単位

法人単位

施設・事業所単位

―

―

―

件
数

経
営
分
析
の
方
法
が

わ
か
ら
な
い

経
営
分
析
を
行
う
時

間
が
な
い

分
析
後
の
経
営
の
改

善
方
法
が
わ
か
ら
な

い 経
営
分
析
に
必
要
な

情
報
を
十
分
に
収
集

で
き
な
い

経
営
分
析
を
で
き
る

人
材
が
い
な
い

そ
の
他

経
営
分
析
に
係
る
課

題
は
な
い

わ
か
ら
な
い

633 84 158 113 109 134 33 186 82

13.3% 25.0% 17.9% 17.2% 21.2% 5.2% 29.4% 13.0%

306 44 86 51 45 56 17 90 44

14.4% 28.1% 16.7% 14.7% 18.3% 5.6% 29.4% 14.4%

233 31 51 38 43 52 11 71 25

13.3% 21.9% 16.3% 18.5% 22.3% 4.7% 30.5% 10.7%

64 6 11 15 13 16 4 16 11

9.4% 17.2% 23.4% 20.3% 25.0% 6.3% 25.0% 17.2%

30 3 10 9 8 10 1 9 2

10.0% 33.3% 30.0% 26.7% 33.3% 3.3% 30.0% 6.7%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 集客方法 

▶ 法人の方針である高齢者や障がい者の雇用維持と法人全体の効率化の両立 

▶ 役職者同士の情報共有による経営分析不足 

▶ 課題を具体化すること 

▶ 自動的に経営分析に資する数値が算出されるわけではないため、資料の作成に時間を要する 

▶ もっと効率的で明確な分析の方法があるのかもしれないと感じる 

▶ （経営分析が）成果につながらない 

▶ 介護保険外事業の検討 

▶ 統括的な部署がなく、全体的に情報集約が困難 

 

次に、損益状況の経営分析に必要な指標のうち情報不足で把握ができていないものについては、

労働生産性を選択した法人が 23.2%と最も高かった。なお、55.6%が「特に不足している情報は

無い」とした。 

図表 41 問 2（12）_損益状況の経営分析に必要な経営指標のうち、 

情報不足で把握ができていないもの（法人規模階級別）(複数回答) 

  

 

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 同業他社の指標 

▶ 老朽化率 

 

  

件
数

営
業
利
益
率

（
サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
差
額

率

）

経
常
利
益
率

（
経
常

増
減
差
額
率

）

付
加
価
値
率

売
上
原
価
率

人
件
費
比
率

水
道
光
熱
費
比
率

業
務
委
託
費
比
率

支
払
利
息
率

従
事
者
１
人
当
た
り

売
上
高

労
働
分
配
率

労
働
生
産
性

そ
の
他

特
に
不
足
し
て
い
る

情
報
は
無
い

633 63 49 103 52 39 23 31 32 95 121 147 17 352

10.0% 7.7% 16.3% 8.2% 6.2% 3.6% 4.9% 5.1% 15.0% 19.1% 23.2% 2.7% 55.6%

306 37 26 44 20 22 11 14 14 41 50 62 6 182

12.1% 8.5% 14.4% 6.5% 7.2% 3.6% 4.6% 4.6% 13.4% 16.3% 20.3% 2.0% 59.5%

233 22 21 42 24 15 10 13 15 42 49 57 7 121

9.4% 9.0% 18.0% 10.3% 6.4% 4.3% 5.6% 6.4% 18.0% 21.0% 24.5% 3.0% 51.9%

64 2 0 10 7 2 2 3 2 7 15 20 4 34

3.1% 0.0% 15.6% 10.9% 3.1% 3.1% 4.7% 3.1% 10.9% 23.4% 31.3% 6.3% 53.1%

30 2 2 7 1 0 0 1 1 5 7 8 0 15

6.7% 6.7% 23.3% 3.3% 0.0% 0.0% 3.3% 3.3% 16.7% 23.3% 26.7% 0.0% 50.0%
51事業所・施設以上

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設
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4） 経営に関する相談先 

経営全般や経営分析の方法等に関する相談先では、62.1%が外部機関に相談しており、外部の相

談先としては「会計事務所・税理士」が 93.4%と最も高かった。 

図表 42 問 2（13）_経営全般や経営分析の方法等に関する相談先（法人規模階級別）(複数回答) 

  
 

図表 43 問 2（14）_経営全般や経営分析の方法等に関する外部の相談先（法人規模階級別）(複数回答) 

 
※問 2(13)で「外部機関に相談している」を選択した場合に回答を求めた。 

 

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 社会保険労務士 

▶ 医療生協団体 

▶ 銀行等取引先金融機関 

▶ 商工会議所 

▶ 税理士・税理士事務所 

▶ 独立行政法人福祉医療機構 

▶ 系列の他法人 

 

  

件
数

外
部
機
関
に
相
談
し

て
い
る

法
人
内
で
検
討
し
て

い
る

（
法
人
内
に
有

識
者
が
い
る

）

相
談
で
き
る
機
関

（
相
手

）
が
い
な
い

相
談
の
必
要
性
を
感

じ
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

633 393 152 52 65 35

62.1% 24.0% 8.2% 10.3% 5.5%

306 194 47 23 43 15

63.4% 15.4% 7.5% 14.1% 4.9%

233 150 59 23 19 13

64.4% 25.3% 9.9% 8.2% 5.6%

64 35 31 4 1 5

54.7% 48.4% 6.3% 1.6% 7.8%

30 14 15 2 2 2

46.7% 50.0% 6.7% 6.7% 6.7%

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上

1事業所・施設

全体

件
数

自
治
体
の
相
談
窓
口

業
界
団
体
の
相
談
窓

口 会
計
事
務
所
・
税
理

士 経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト そ
の
他

393 7 6 367 44 13

1.8% 1.5% 93.4% 11.2% 3.3%

194 3 1 186 13 6

1.5% 0.5% 95.9% 6.7% 3.1%

150 4 3 139 23 3

2.7% 2.0% 92.7% 15.3% 2.0%

35 0 2 31 5 1

0.0% 5.7% 88.6% 14.3% 2.9%

14 0 0 11 3 3

0.0% 0.0% 78.6% 21.4% 21.4%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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次に、経営の参考のために閲覧・収集している外部情報については、「自法人・自事業所の所在す

る地域の他の介護サービス事業者の情報」が 36.0%で最も多かった。また、選択肢にあるどの情報

についても、法人の規模が大きいほど収集している割合が高かった。 

図表 44 問 2（15）_施設・事業所の経営の参考のために閲覧・収集している外部情報（法人規模階級別）

(複数回答) 

  

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 人材確保や人材スキル向上の情報 

▶ 他法人・他事業所の求人情報 

▶ 所在する地域と地域外の情報及び事業計画等 

▶ 会計システム内で把握できる同業種の情報 

▶ 他業界サービス業の指標 

▶ 介護労働実態調査（介護労働安定センター） 

▶ 税理士、社労士からの情報 

▶ 労働組合からの情報 

▶ 新聞などメディア掲載記事 

  

件
数

自
法
人
・
自
事
業
所
の
所
在
す
る
地

域
の
介
護
保
険
事
業
計
画

自
法
人
・
自
事
業
所
の
所
在
す
る
地

域
の
他
の
介
護
サ
ー

ビ
ス
事
業
者
の

情
報

自
法
人
・
自
事
業
所
の
所
在
す
る
地

域
の
要
支
援
・
要
介
護
者
の
状
況

（
人
数

、
年
齢
等

）

厚
生
労
働
省

「
介
護
事
業
経
営
実
態

調
査

」
の
調
査
結
果

経
営
に
関
し
て
業
界
団
体
が
発
信
す

る
情
報

そ
の
他

特
に
収
集
・
活
用
し
て
い
る
情
報
は

無
い

わ
か
ら
な
い

633 158 228 149 150 187 14 190 44

25.0% 36.0% 23.5% 23.7% 29.5% 2.2% 30.0% 7.0%

306 53 91 53 51 66 6 118 25

17.3% 29.7% 17.3% 16.7% 21.6% 2.0% 38.6% 8.2%

233 54 86 53 51 72 5 63 16

23.2% 36.9% 22.7% 21.9% 30.9% 2.1% 27.0% 6.9%

64 33 35 27 32 33 2 7 3

51.6% 54.7% 42.2% 50.0% 51.6% 3.1% 10.9% 4.7%

30 18 16 16 16 16 1 2 0

60.0% 53.3% 53.3% 53.3% 53.3% 3.3% 6.7% 0.0%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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（2） 経営情報のフィードバックについて 

1） 介護サービス事業者にとって望ましいフィードバックの内容 

フィードバックがあると有用な経営指標については、順に人件費比率（48.2%）、営業利益率

（46.8%）、経常利益率（42.5%）の選択割合が高かった。また、法人の規模が大きいほど各指標を

有用と回答する割合も高まる傾向にあった。 

図表 45 問 3（1）_報告した損益情報を用いた分析結果のフィードバックについて、 

有用な経営指標（法人規模階級別）(複数回答) 

  

また、フィードバックに含まれると有用と考えられる情報については、以上の他に下記のような回

答があった。 

▶ 要介護度の構成割合 

▶ 粗利率 

▶ 当該地域の各サービス事業所の増減数 

▶ 人件費に関する情報 

▶ 本社拠出費用及びその算出根拠 

▶ 人材確保の際の経費 

▶ 同一地域の介護施設での従業者数 

▶ 廃止した事業所数とその理由 

▶ 実労働時間当たり平均単価（訪問系サービス） 

▶ 稼働率 

▶ 職員 1人当たり利用者数及び収入（居宅介護支援） 

▶ 減価償却費比率（施設系サービス） 

▶ 利用者単価 

▶ 事業所当たり常勤換算配置人数 

▶ 人口規模や地域差によるクロス集計結果 

  

件
数

営
業
利
益
率

（
サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
差
額

率

）

経
常
利
益
率

（
経
常

増
減
差
額
率

）

付
加
価
値
率

売
上
原
価
率

人
件
費
比
率

水
道
光
熱
費
比
率

業
務
委
託
費
比
率

支
払
利
息
率

従
事
者
１
人
当
た
り

売
上
高

労
働
分
配
率

労
働
生
産
性

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

特
に
無
い

633 296 269 65 105 305 94 86 42 175 131 142 5 92 125

46.8% 42.5% 10.3% 16.6% 48.2% 14.8% 13.6% 6.6% 27.6% 20.7% 22.4% 0.8% 14.5% 19.7%

306 129 108 25 39 119 32 25 19 68 57 52 2 56 68

42.2% 35.3% 8.2% 12.7% 38.9% 10.5% 8.2% 6.2% 22.2% 18.6% 17.0% 0.7% 18.3% 22.2%

233 113 102 23 46 120 35 33 15 71 50 55 1 32 45

48.5% 43.8% 9.9% 19.7% 51.5% 15.0% 14.2% 6.4% 30.5% 21.5% 23.6% 0.4% 13.7% 19.3%

64 35 40 7 6 43 19 20 4 21 13 22 1 4 7

54.7% 62.5% 10.9% 9.4% 67.2% 29.7% 31.3% 6.3% 32.8% 20.3% 34.4% 1.6% 6.3% 10.9%

30 19 19 10 14 23 8 8 4 15 11 13 1 0 5

63.3% 63.3% 33.3% 46.7% 76.7% 26.7% 26.7% 13.3% 50.0% 36.7% 43.3% 3.3% 0.0% 16.7%

全体

1事業所・施設

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上
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次にフィードバックにおける望ましい比較単位については、「同程度の規模である同サービスの施

設・事業所」の選択割合が５１．５%と最も高かった。 

図表 46 問 3（3）_報告した損益情報を用いた分析結果のフィードバックについて、望ましい比較単位

（法人規模階級別）(複数回答) 

  

上記のうち「その他」としては、次のような回答があった。 

▶ 訪問介護とサービス付き高齢者向け住宅を分けて分析する 

▶ 同程度人員配置レベルでの施設・事業所比較 

2） フィードバックへの要望 

その他、経営情報のフィードバックについて、下記のような意見、要望が得られた。 

▶ 訪問介護とサービス付き高齢者向け住宅を分けて分析してほしい。 

▶ 開示された情報が不正に利用されないように管理してほしい。 

▶ 競争市場と規制産業を同じ指標・基準で比べることは難しいのではないか。 

▶ 特定の加算の算定有無による利益率の差が知りたい。 

▶ 自治体間で内容を統一、ないし簡略化してほしい。 

▶ 経営情報の報告には一定の手間がかかるため、見合ったフィードバックを期待する。 

▶ フィードバックを見て改善方針が立てられる内容としてほしい。 

▶ わかりやすいフィードバックとしてほしい。 

 

  

件
数

全
国
の
同
サ
ー
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ス
の
施
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業
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同
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道
府
県
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る
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所
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一
級
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区
分
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あ
る
同
サ
ー

ビ
ス
の
施

設
・
事
業
所

同
一
市
町
村
内
に
あ
る
同
サ
ー

ビ
ス
の
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・
事
業
所

同
程
度
の
規
模
で
あ
る
同
サ
ー

ビ
ス
の
施
設
・
事
業
所

そ
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わ
か
ら
な
い

比
較
し
た
い
対
象
は
無
い

633 184 262 191 297 326 4 54 60

29.1% 41.4% 30.2% 46.9% 51.5% 0.6% 8.5% 9.5%

306 72 102 74 131 145 3 31 31

23.5% 33.3% 24.2% 42.8% 47.4% 1.0% 10.1% 10.1%

233 65 107 75 115 119 1 20 25

27.9% 45.9% 32.2% 49.4% 51.1% 0.4% 8.6% 10.7%

64 27 37 29 34 40 0 1 3

42.2% 57.8% 45.3% 53.1% 62.5% 0.0% 1.6% 4.7%

30 20 16 13 17 22 0 2 1

66.7% 53.3% 43.3% 56.7% 73.3% 0.0% 6.7% 3.3%

2～5事業所・施設

6～50事業所・施設

51事業所・施設以上

1事業所・施設

全体
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3.4  介護サービス事業者へフィードバックする経営情報の検討 

3.4.1  フィードバックすることが考えられる内容 

（1） フィードバックが考えられる経営指標 

上述したアンケート調査結果からは、損益計算書から把握できる経営指標のうち人件費比率、営業

利益率及び経常利益率は、フィードバックが有用と考える介護サービス事業者が多く、かつ現状の経

営分析時においても実際に参考にされることが多いことが分かった。また、経営分析上必要である

にもかかわらず把握ができていない経営指標として、「労働生産性」が多く挙げられていた。 

これらの点を踏まえると、本システムを通じて収集した経営情報を介護サービス事業者にフィード

バックするに当たっては、上述した人件費比率、営業利益率、経常利益率及び労働生産性といった経

営指標がその内容として考えられるのではないか。ただし労働生産性について、介護分野では報酬

額や人員配置が制度上である程度規定されている以上、当該指標の向上のため介護サービス事業者

が行える取組は、加算の取得や事務の効率化といったものに限定されるが、この点が考慮されない

まま事業の生産性を測るものとして指標がフィードバックされ、他産業等との間でその高低を比較さ

れることには懸念もある。従って当該指標のフィードバックにあたっては、常勤換算職員一人当たり

の介護事業収益額等により代替することも併せて考えられる。 

そのほかアンケート調査からは、会計が個別に管理されていないために施設・事業所単位での経営

分析ができていない介護サービス事業者が一定数存在することも明らかになった。施設・事業所別

の会計管理は「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」等において定められているもの

であり、会計を適切に区分の上管理することが原則ではあるものの、これらの事業者に対しては、報

告された損益計算書等データを本システム内で施設・事業所単位へと按分した後のデータそのもの

をフィードバックすることも考えられるのではないか。ただしその場合には、本システムで実施される

按分処理が妥当なものであるについてフィードバック前の検証が必要である。 

（2） フィードバック内容の比較対象 

経営情報のフィードバックにおいては、報告を行った自事業所の結果に加え、比較のため他の事業

所の分布も示されることが望ましい。この点についてアンケート調査結果では、比較対象として望ま

しいのは、所在地域、提供サービス、事業所規模等が自事業所と同じまたは類似の主体であるとする

回答が多かった。したがってフィードバックの実施に当たっては、同一地域や同一規模で絞り込んだ

施設・事業所の経営指標の分布・集計データを比較対象として併せて示すことが考えられるのではな

いか。 

ただし、上記絞り込みをより詳細にしていくと、比較対象に含まれている事業所の特定につながる

懸念もある。そこで比較対象の絞り込みについては、介護事業経営実態（概況）調査や介護 DB の

データ提供等における施設・事業所の特定に配慮するための方針等も踏まえ、有用でありかつ特定

を避けられるような粒度を検討する必要がある。  
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3.4.2  今後の検討課題 

本システムを通じて収集した経営情報のフィードバックについて、アンケート調査及び検討委員会

での議論から把握された今後の検討課題を整理すれば以下のとおり。 

（1） 異なる介護サービス事業所間における経営指標の比較可能性 

経営情報のフィードバックは、特定の経営指標について、自事業所が比較対象となる集団の分布

上に占める位置に関する情報を事業所経営上の参考指標として提供することを目的とするものであ

る。このとき、経営指標が事業所間で意義のある形で比較できないと、フィードバックの価値は損な

われることとなる。人件費比率を例に挙げれば、同じサービスの事業所であっても業務委託の有無

や設備投資の状況によってその費用構造は異なるはずであり、この点を考慮せずに比較を行っても、

そこから意義のある示唆を引き出せない可能性がある。同様に本部機能を持つ事業者とそれ以外で

も、費用構造に少なからず差が生じるものと考えられる。 

したがってフィードバックの具体的内容を決定する上では、異なる会計基準、異なる事業所間にお

いて意義を損なわずに比較可能な共通の費用構造を事前に調査の上整理し、その結果を踏まえた経

営指標の定義や比較対象の設定を行う必要がある。 

（2） 人件費比率をめぐる解釈の整理 

人件費比率は介護サービス事業所の経営分析上の重要な経営指標であり、かつフィードバックの

要望が強い点は上述したとおりだが、当該比率の高低に与えることのできる評価は必ずしも単純で

はない。例えば事業所の収益性の確保という観点からは、人件費比率を一定水準に抑えることが一

つのポイントとなるが、他方でサービスの質の確保や公的価格の介護従事者への適切な配分という

観点からは、人件費比率はある程度高い方が望ましいと考えることもできる。従って人件費比率の

フィードバックを行うにあたっては、その解釈として当該事業所の利益率も考慮に入れた考え方を示

す等、その提示方法を慎重に検討する必要がある。 

（3） フィードバックを利用した経営分析の促進 

本事業で実施したアンケート調査からは、介護サービス事業者の一定数は現状において経営分析

を実施していないこと、またその一部は経営分析をあまり重要視していないことが分かった。これら

の事業者は、仮に経営情報のフィードバックを受けたとしても、それを経営に資する形で活用できな

いことが想定される。そこでフィードバックに当たっては、当該フィードバックされた情報を踏まえて

どのような経営改善を行うことができるかの示唆を併せて提供するなど、事業者の経営改善が実効

的に進むような方法をとることが考えられる。こうした取組と併せて、介護サービス事業者がフィー

ドバックの有用性を認識し経営改善を進めていくため、経営分析に係るリテラシーを高めるための取

組を推進することが重要である。 

あわせて、経営改善に係る事業所の相談先が適切に確保されることが必要である。今回の調査に

よると、地方公共団体の設置する相談窓口を活用している介護サービス事業者は限定的であるとこ

ろ、こうした相談体制の機能の強化のあり方について検討することも必要だと考えられる。 
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4.  検討結果のまとめ 

4.1  国民に対する集計分析結果の公表 

（1） 論点別の対応方針案 

本システムを通じて収集した経営情報の集計分析結果の公表について、検討が必要な論点とその

対応方針案を再掲すれば以下のとおり。「公表する集計分析の内容」については、必須報告項目と任

意報告項目に区分したうえで検討結果を整理した。 

図表 47 検討結果：国民に対する集計分析結果の公表案 

論点 検討結果 

介護事業経営実態

（概況）調査との棲み

分け 

本システムを通じて収集した経営情報を用いた集計分析は、物価高

騰、新興感染症の流行等といった介護サービス事業所の経営に影響を与

える事象の前後における経営状況の比較を、地域やサービス類型といっ

た詳細区分別に即時的に把握することが、その主たる利活用方針となる

のではないか。またその際には、同一事業所における経営状況の経年推

移を把握・分析することも有用な利活用方法として考えられる。他方で介

護事業経営実態（概況）調査のデータを用いた集計分析は、政策上の論

点となっている個別の収益や費用について、当該科目が介護サービス事

業所の経営に与えている影響を詳細に把握することにその利点があるも

のと考えられる。 

また、事業活動損益差額比率や給与費比率等、介護事業経営実態（概

況）調査の公表項目と定義が近いものの公表を行う際には、報告対象や

データ加工処理等、両者の間の前提の差異を注釈として丁寧に記載する

ことが重要だと考えられる。 

公表する集計分析の

内容案（必須報告項

目） 

以下二種類の項目について、経年推移や属性間比較が可能になるよう

な形で、平均値及び四分位数を公表することが考えられる。 

 主要勘定科目（給与費、業務委託費、減価償却費、光熱水費、その他

費用、事業活動損益差額）の対事業収益比率 

 主要勘定科目（介護事業収益等）における常勤換算職員１人当たり

金額の指数 

上記主要勘定科目に計上されている実額（比率や指数ではない）の公

表については、実際に報告されたデータの状況を確認したのちに改めて

検討を行う必要がある。 

公表する集計分析の

内容案（任意報告項

目） 

任意報告項目については、例えばサービスごとに主要な職種に関し

て、当該職種の平均給与額を常勤、非常勤の別に常勤換算数で除した値

（常勤換算 1 人当たり給与額）等の公表が想定される。その他、当該項目

の中央値を公表することも考えられる。ただし任意報告項目には報告者
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論点 検討結果 

の偏りや報告値の正確性に関する懸念があることから、公表に当たって

は、報告者数やその属性、他の統計等との整合性といった観点から収集

した実データの検証を事前に実施する必要がある。 

集計のグルーピング 集計分析のグルーピングは、介護事業経営実態（概況）調査に倣い介護

サービス別の集計を前提としたうえで、経営主体別、定員／利用者数階

級別、地域（級地区分）別にさらに詳細な区分を行うことが考えられる。

具体的な区分案は図表 21 のとおり。ただしその際には、区分を細かく

しすぎることで事業所の特定につながらないように留意する必要があ

る。 

介護サービス事業所

における会計年度の

差異の取り扱い 

集計は会計期間の差異に関わらず、各年度分として報告されたデータ

をひとまとめにして実施することが考えられる。あわせて、例えば初年度

では、報酬改定の影響を受けていない会計期間の事業所のみを対象とし

た分析を実施するなど、特定の期間に報告されたデータに対象を限定し

た集計分析の公表も検討する。ただしその際には、集計分析の対象とす

る報告者の偏りに留意する必要がある。 

データの精度に関す

る課題 

報告された経営情報の正確性や本システムにおける按分処理方法の

妥当性に課題がある点を踏まえ、集計値は上述のとおり比率や指数によ

る公表を基本とすることが考えられる。加えて、按分処理結果が個別事

業所の実態を上手く表さないようなケースが発生する可能性を踏まえ、

集計に当たっては、事業活動損益差額比率及び常勤換算職員１人当たり

給与費に焦点を当てて、全体の分布から大きく逸脱する事業所をはずれ

値として集計除外することが望ましい。具体的な処理方法案は図表 24

のとおり。 
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（2） 集計分析イメージ 

以上の検討結果を踏まえ、公表する集計分析結果の考えられるイメージは以下のとおり。本システ

ムにて収集する経営情報の特性を踏まえると、集計分析は主に経年比較と属性間比較を主たる目的

とし、比較が行いやすい形で集計値やグラフを示すことが考えられる。 

図表 48 経営状況の経年比較を目的とした集計分析イメージ 

例：介護老人福祉施設における各種指標の平均値（数値はダミー） 

 

 

図表 49 経営状況の属性間比較を目的とした集計分析イメージ 

例：介護老人福祉施設における各種指標の平均値（数値はダミー） 
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図表 50 職種別給与の集計分析イメージ 例：介護老人福祉施設（数値はダミー） 
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4.2  介護サービス事業者によるデータの利活用 

本システムにより収集した経営情報の介護サービス事業者へのフィードバックを行うこととした場

合に、考えられる論点とその対応方針案を整理の上再掲すれば以下のとおり。 

図表 51 検討結果：介護サービス事業者によるデータの利活用方針案 

論点 検討結果 

介護サービス事業者

による経営分析の実

施状況 

介護サービス事業者が抱える経営分析上の課題として、分析を行う時

間や人材の不足が挙げられるところである。本システムによる経営情報

のフィードバックは、これら時間や人材の不足を補うようなものになって

いることが望ましい。 

また一部の介護サービス事業者では、個別に会計を管理していないが

ために施設・事業所単位での経営分析が実施できていない。これらの事

業者に対しては、報告された損益金額を本システム内で施設・事業所単

位へと按分した後のデータそのものをフィードバックすることも考えられ

る。ただしその場合には、本システムで実施される按分処理が妥当なも

のであるかについてフィードバック前の検証が必要である。 

フィードバックするこ

とが考えられる経営

指標 

「人件費比率」、「営業利益率」及び「経常利益率」については、フィード

バックがあると有用と考える介護サービス事業者が多く、かつ現状の経

営分析時においても実際に参考にされることが多い経営指標であり、こ

れらを中心としたフィードバックを行うことが考えられる。加えて、経営

分析上必要であるにもかかわらず把握ができていない経営指標として

「労働生産性」を挙げる事業者が多かったことから、職員１人当たりの事

業収益額等もフィードバックの対象に含めることが考えられる。なお、こ

うしたフィードバックに当たっては、当該フィードバックされた情報を踏

まえてどのような経営改善を行うことができるかの示唆を併せて提供す

るなど、事業者の経営改善に向けた取組が実効的に進むような方策とす

ることが考えられる。 

フィードバック内容

の比較対象 

同一地域や同一規模で絞り込んだ同サービスの事業所の経営指標の

分布を、自事業所の比較対象として併せて示すことが考えられる。ただし

比較対象は、個別事業所の特定につながらない粒度に設定しなければな

らない点に注意が必要である。 
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4.3  今後の検討が必要な課題 

本システムを通じて収集した経営情報の公表及び利活用について、今後検討が必要と考えられる課

題を整理すれば以下のとおりである。 

（1） 集計分析結果の公表に向け検討が必要な事項 

本システムを通じて収集する経営情報には、データの作成時や入力時に生じるミス等により、異常

値回答が含まれる可能性がある。また本システムにて実施する按分処理は、その方法の妥当性につ

いて一部に懸念が残るところである。公表が考えられる集計分析のあり方として前節までに述べて

きた内容は、データ精度に関する上記懸念をある程度念頭に置いたものになっているが、集計分析

結果を公表する際には、実際に収集したデータを丁寧に確認し、本事業における検討内容が適切な

ものとなっているかを見極める必要がある。特に事業損益の実額平均値や任意報告項目の集計値に

ついては、異常値の有無や分布の妥当性を十分に確認した上で、改めて具体的な公表内容・方法に

関する判断を行うことが望ましい。 

次に、集計値の公表に当たっては、誤った解釈がなされることを防ぐ観点から、介護事業経営実態

(概況)調査に代表される他の調査結果等との整合性を事前に十分に確認するとともに、それぞれの

集計値の定義の差異や設計上の相違点を整理しつつ、解釈上のポイントや留意事項を手引き等にま

とめたうえで明示することで、政策検討に資する内容とする必要があると考えられる。 

（2） フィードバックの実施に向け検討が必要な事項 

経営情報のフィードバックは、特定の経営指標について、自事業所が比較対象となる集団の分布

上に占める位置に関する情報を、事業所経営上の参考指標として提供することを目的とするもので

ある。このとき、経営指標が事業所間で意義のある形で比較できないと、フィードバックの価値は損

なわれることとなる。したがってフィードバックの具体的内容を決定する上では、異なる会計基準、異

なる事業所間において意義を損なわずに比較可能な共通の費用構造を事前に調査の上整理し、その

結果を踏まえた経営指標の定義や比較対象の設定を行う必要がある。 

その他、フィードバックが考えられる経営指標のうち「人件費比率」については、当該比率の高低に

与えることのできる評価が必ずしも単純ではない点に注意が必要である。例えば事業所の収益性の

確保という観点からは、人件費比率を一定水準に抑えることが一つのポイントとなるが、他方でサー

ビスの質の確保や公的価格の介護従事者への適切な配分という観点からは、人件費比率はある程度

高い方が望ましいと考えることもできる。従って人件費比率のフィードバックを行うに当たっては、

その解釈として当該事業所の利益率も考慮に入れた考え方を示す等、その提示方法を慎重に検討す

る必要がある。 
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（3） 中長期的な課題として検討が必要な事項 

本事業では、介護サービス事業者が報告する損益データに関する集計分析結果の公表やフィード

バックのあり方を中心に議論を行ってきたところである。他方で、こうした調査結果やフィードバック

の内容が、国及び地方公共団体の政策決定や事業者の経営計画の策定にあたって有意義なものと

なるためには、報告されるデータの精度を確保する必要がある。そのためには、本システムを通じて

各年度に実際に収集する経営情報の内容も踏まえつつ、報告項目のあり方についてより詳細な整

理・検討を継続的に行っていくべきだと考えられる。またその際には、介護サービス事業者による報

告負担の軽減が図れるよう、必要な取り組みが併せて行われる必要がある。 

その他、報告の受け手である各都道府県において、どのように経営情報の利活用を進めていくべ

きかについても、今後検討を進めていく必要がある。具体的には、本事業による検討結果も踏まえて、

都道府県における標準的な集計分析手法（報告されるデータの性質等、分析・公表に当たっての留意

事項を含む）や、利活用の方法の整理等を行うことが適当であり、都道府県の担当者にとってわかり

やすい指針等を策定することが必要ではないか。 

最後に、本制度を通じた経営情報の報告やそのフィードバック等は、介護サービス事業者による経

営分析の高度化を通じた事業所運営の効率化を推し進める一つのきっかけとなりうるものだと考え

られる。そのため引き続き、介護サービス事業者に経営分析の実施を促していくために有効な取組

について検討を行うことが必要ではないか。 
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5.  参考資料 介護サービス事業者調査 調査票 
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